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研究成果の概要（和文）：この研究の目的は，明治時代初期に英米から複式簿記が輸入されて以

来，あまり大きな進展が見られないわが国の簿記学を再検討することにある。具体的には，英

米ならびにわが国の簿記・会計学のテキストを手がかりに，簿記一巡の手続，とくに決算手続

と帳簿組織を中心として，詳細な検討を行い，財務諸表の作成だけでなく，日常的な会計管理

も重視すべきであることを指摘した。以上の成果については，3 編の論文を公表し，日本会計

研究学会の全国大会において報告を行っている。 
 
研究成果の概要（英文）：The purpose this study is to review of the theory of bookkeeping in 
Japan, where it has not changed significantly since the double-entry bookkeeping was 
imported from the UK and the USA early in the Meiji era.  More specifically, according to 
the introductory accounting textbooks in the UK, USA and Japan, we examined the 
accounting cycle in detail, especially some issues on closing entries and accounting system. 
Moreover, we pointed out that it is important to emphasize not only the preparation of 
financial statements, but the continuous accounting control.  We reported the result of 
this study in the annual meeting of Japan Accounting Association (9th October 2010), and 
published 3 papers. 
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１．研究開始当初の背景 
 近年，企業会計への公正価値の浸潤が見受
けられる。原価・実現主義を基調とする財務
諸表を作成するためには，歴史的記録である
複式簿記が不可欠であり，今後，公正価値測
定モデルの拡張が進む，すなわち原価・実現
主義からの離脱は，複式簿記の地位の低下を

もたらすことは否めない。複式簿記を単なる
技術と見なせば，公正価値の貸借対照表とそ
の変動原因記録の二重記入が成立し，複式簿
記は不変であるともいえるが，貸借対照表と
その一部の項目の明細表となり，無数の財務
諸表が作成されることになり，必ずしも歴史
的記録である必要はなくなる。 
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このような近年の展開に対して，これまで
企業会計を支えてきた簿記の側からの検討
はほとんど見られない。これは従来の簿記学
が，財務諸表の作成を重視した簿記学であり，
さらに主要簿中心主義の単一仕訳帳制を前
提としていたためであると考えられる。しが
たって，これまでとは異なる視点からの検討
が不可欠である。 
 また，一般に簿記学の対象となっているの
は，ドイツを中心とする大陸系の会計構造論
の研究を除き，わが国の簿記教育に多大な影
響を与えた英米に焦点を当てると，20 世紀初
頭までの歴史研究が中心で，近年の英米の動
向を踏まえた研究は行われておらず，20 世紀
初頭の英米簿記書をベースにわが国の簿記
学を確立・発展させたといわれる，いわゆる
吉田簿記，沼田簿記以来，簿記学の輸入は途
絶え，あまり大きな変化が見られない。これ
は，時代を超えても変わらない簿記の不易な
性格に起因するものかもしれないが，企業会
計を取り巻く環境が大きく変化している昨
今，現代という視点から改めて検討してみる
必要があるものと考えられる。 
 
２．研究の目的 
 これまでの簿記学は，岩田巖[1955]が「二
つの簿記学－決算中心主義の簿記と会計管
理のための簿記－」『産業経理』で論じたよ
うに，導入法，勘定分類，帳簿組織など，あ
らゆる局面で，その多くが記帳手続とは逆に，
もっぱら複式簿記の最終的産物である財務
諸表の作成という見地から考察されてきた。 

本研究では，これも重要な役割の一つであ
ることを否定するものではないが，このよう
な決算中心主義の簿記ないし財務諸表的簿
記に傾斜している現状の簿記学・簿記教育に
対して，日常的な記録・計算プロセスにおけ
る会計管理という見地も踏まえた簿記学構
築の土台作りを行いたい。そして，現代の簿
記学において忘却・埋没してしまっている
論点，現代では意味のない記帳技術上の慣
習等を棚卸しすることによって，今後の簿
記学，簿記教育に対する何らかの提言を行
うことも目的としている。 
 
３．研究の方法 
長い歴史を有する万国共通の記録・計算シ

ステムである簿記を対象とする本研究にお
いては，歴史的アプローチと国際比較が不可
欠である。しかし，これを短期間の研究によ
って明らかにするには限界がある。 
そこで，簿記学の対象とされるもののうち，

数多くの研究成果が存在し，多分に会計理論
の影響を受けた領域と思われるドイツ簿記
書の流れを汲む勘定学説については考察の
対象とはせず，明治期以降のわが国の簿記学
に多大な影響を与えた英米の文献，それを素

地に展開されたわが国の簿記学を対象とし
て検討することとした。 
まず，英米の簿記・会計史研究ならびに両

国を対象とするわが国の簿記・会計史にかか
る先行研究，ならびに簿記学，簿記教育上の
諸問題を取り上げている先行研究のレビュ
ーを行った。この作業と並行して，OAIster
の Internet Archive も利用して，19 世紀か
ら 20 世紀初頭の簿記書を収集し，簿記一巡
の手続を中心に検討を行った。 
 さらに，これまでの研究では看過されてい
る近年の英米の初級会計学の教科書におけ
る簿記の取り扱いについても検討を加えた。
もちろん，わが国の簿記のテキストについて
も，ステレオタイプの簿記検定向けに執筆さ
れていると思われるものを除き，会計システ
ムに影響を与える内部統制関連の文献，複式
簿記の非営利組織への適用可能性を検討し
ている公会計関連の文献なども含め幅広く
収集し，同様の検討を行った。 
 また，研究代表者の所属している日本簿記
学会，日本会計研究学会，会計史学会等にお
いても，上記課題に関する情報交換，意見交
換を行った。 
 以上の文献研究を中心として，現行の簿記
学の諸問題について論点整理を行い，簿記・
会計史研究の成果を踏まえ，現代の英米との
比較研究を通して，財務諸表の作成に偏重し
ない記録・計算システムの構築に向けた検討
を行った。 
 
４．研究成果 
最近の日・米・英の簿記・財務会計のテキ

ストを中心に，関連のある内部統制関連の文
献，複式簿記の非営利組織への適用可能性を
検討している公会計関連の文献を含め，幅広
く収集することができた。さらに Internet 
Archive からも，先学が参考としたと思われ
る 20 世紀初頭までの，膨大な英米簿記書の
電子データを入手することができた。 
これらの資料に基づき，本研究の成果は以

下の 3 点にまとめることができる。 
 
(1) 従来の簿記学，簿記教育において，その
意味・根拠を明らかにすることなく，専ら記
帳上ルール・約束事として教示されている簿
記上の慣習について，明治時代のアメリカ，
日本の文献を中心に調査し，その本来の意味
を明らかにした上で，無用・不合理と考えら
れる慣習を整理した。 
 まず，第一に仕訳帳における慣習について，
複合記入に登場する「諸口」という記入は，
仕訳帳の金額欄が一覧式であった時代の名
残であり，今日の二欄式の場合には意味がな
いということ，また，この記入を行わなけれ
ば，貸方を上に記入するという記帳上の例外
もなくなるということを明らかにした。また，



 

 

勘定科目を括弧で囲む慣習についても，明治
初期のテキストにおいて，あくまでも説明の
ために使用されていた括弧書きが，実際の記
帳例にまで使われるようになったのではな
いかということを示した。 
第二に，かねてから指摘されている元帳摘

要欄への相手勘定科目の記入についても，仕
訳帳が使用されていなかった時代の名残で
あり，輸入元のアメリカではすでに見られず，
複合記入の場合の諸口という無意味な記入，
さらに単純記入の場合でも仕訳帳と重複す
る記入内容は，複式簿記が培ってきた記帳合
理化という見地から，無用な重複であること
を改めて指摘した。また，同様に批判されて
きたにもかかわらず，無くならない赤字記入
の慣習についても，当初は仕訳を行わず元帳
のみの記入となる箇所，あるいは本来の位置
とは反対側に記入される箇所に見られたが，
これも輸入元のアメリカのテキストを調査
すると，あくまでも説明のために使用されて
いた赤字記入であり，記帳ルールではなく，
やはりアメリカではすでに廃れている慣習
であることを明らかにした。 
 なお，上記の成果について，学術雑誌にお
いて公表するとともに，商業高等学校教員向
けの商業教育資料への原稿依頼を受け，その
梗概を掲載した。 
 
(2) ここ数年にわたり，日本簿記学会の簿記
教育研究部会，簿記実務研究部会の研究課題
として取り上げられているだけでなく，平成
20年度よりEDINETに導入されたXBRLに
関連して，実務界でも重要なテーマとなって
いる勘定科目の標準化について考察した。こ
の勘定科目の標準化作業において重要な役
割を担うのは，企業会計基準委員会の公表す
る企業会計基準，同適用指針等，日本公認会
計士協会の公表する実務指針等，ならびに各
種指針に添付された設例において使用さて
いる科目であろう。しかしながら，指針とな
るべき会計基準等の側において，科目の使用
法に整合性が取れていないという問題点も
指摘されている。そこで，既存の勘定科目の
用法，そして新たな勘定科目の設定にあたっ
て，念頭に置くべき前提事項の必要性という
観点から，勘定科目標準化に向けての留意点
を検討した。 
まず，勘定科目(account title)という用語に

ついて，わが国では，多くの場合，利用者側
の視点，すなわち比較可能性の見地から標準
化が求められる財務諸表項目 (financial 
statement item)と勘定科目が混同されてお
り，経営者の視点，すなわち経営者が自らの
経営管理という見地から設定すべき勘定科
目とは区別しなければならないという点，さ
らに，その影響は仕訳(journal entry)と精算
表記入(worksheet entry)との混同ともなっ

ている点を明らかにした。 
そして，この勘定科目と財務諸表項目の間

の相剋を調整する方法として，統制勘定，組
替手続，決算集計勘定という 3 つの手法を取
り上げ，帳簿上，勘定科目を開設するにあた
って，財務諸表との関係だけではなく，簿記
の原点とでもいうべき帳簿組織，会計システ
ム全体の見地から検討すべきであることを
指摘した。 
上記の研究成果について，学術雑誌に公表

するとともに，日本簿記学会の簿記教育研究
部会及び簿記実務研究部会を母体とする勘
定科目に関する研究会の研究成果集（未刊）
に 21 の勘定科目についての私見を投稿して
いる。 
 
(3) 会計基準の国際的コンバージェンスに伴
い，わが国の会計基準，財務会計の教育内容，
テキストは頻繁に改訂されているのに対し，
わが国の簿記教育，テキストは，明治時代の
忠実な翻訳，祖述時代の後，吉田簿記，沼田
簿記等により標準的なパターンが確立され
て以降，簿記教育の輸入が途絶え，大きな変
化が見られない。 
これは，簿記の不易，普遍的な性格による

ものではあろうが，決算手続，帳簿組織には
大陸式，英米式簿記という時間的・空間的な
異同が存在する。そこで，両者に焦点を当て
て，これまでに入手した英米の文献を手がか
りとして検討を行った。まず，決算について，
アメリカにおいては損益勘定から損益計算
書，繰越試算表から貸借対照表を作成すると
いう手続は行われておらず，財務諸表も帳簿
決算後ではなく帳簿決算前に作成されてい
る。また，イギリスにおいても，決算振替仕
訳は行われず，帳簿上の勘定あるいは試算表
等から直接，財務諸表が作成されていること
が明らかになった。いずれもわが国でのこれ
までの英米式の理解とは異なる決算方法で
あった。 
近年，登場した包括利益計算書，総認識利

得損失計算書も，両国ともに決算勘定との関
連は見られず，帳簿決算手続は包括利益導入
の前後で変わっていない。記帳技術的には包
括損益勘定やその他の包括利益勘定を設け
て集計処理を行うことも可能であるが，これ
らは帳簿上ではなく，簿外の組替手続とされ
ており，実在勘定，永久的勘定であるこれら
の勘定科目は，名目勘定，一時的勘定である
名目勘定に見られる中間集計勘定への振替
処理に馴染まないことを指摘した。これはキ
ャッシュ・フロー計算書についても同様であ
り，わが国で主張される決算勘定と財務諸表
の関連づけも考えられていない。 
また，コンピュータ会計の普及に伴い軽視

されつつある帳簿組織についても，英米はも
とより，コンピュータ会計の理解に不可欠で



 

 

あり，手書き簿記のみに意味のあった慣習は
さて置き，会計管理上，帳簿間の関連につい
て教育する必要性を説いた。 
上記の成果については，日本会計研究学会

第 69 回大会の自由論題報告において報告を
行い，その内容に加筆修正したものを学術雑
誌に公表した。 

 
以上の検討に基づき，簿記の記録・計算シ

ステムを考察した結果，決算中心主義ないし
財務諸表作成のための簿記理論，簿記教育が
展開されている現状に対して，会計管理とい
う役割も重視した簿記理論，簿記教育の構築
の必要性を指摘した。より具体的には，日常
的な会計管理に資する帳簿記録を利用して
財務諸表が作成されるべきであり，その逆で
はないこと，そして，簿記の記録・計算シス
テムを検討する場合には，これまでの簿記理
論，簿記教育のように主要簿だけではなく，
管理機能の中心的役割を担っている補助簿
を含めて検討すべきであるということを明
らかにした。 
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